
 
広
島
県
税
規
則
及
び
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広
島
県
知
事 

湯 
 

﨑 
 

英 
 

彦 

広
島
県
規
則
第
三
十
五
号 

広
島
県
税
規
則
及
び
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

（
広
島
県
税
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

広
島
県
税
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
広
島
県
規
則
第
五
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 

正 

後 

改 

正 

前 

 
 

 

（
納
税
通
知
書
等
の
様
式
） 

第
六
条 

（
略
） 

 

一
・
二 

（
略
） 

 

三 

納
付
書 

別
記
様
式
第
六
号
の
二 

第
六
号
の

二
の
二 

第
六
号
の
三
の
二 

第
六
号
の
三
の
三 

 
 
 

第
六
号
の
三
の
四 

第
六
号
の
四 

第
六
号
の

四
の
二 

第
六
号
の
五 

 

四
―
八 

（
略
） 

 

九 

督
促
状 

別
記
様
式
第
十
一
号 

第
十
一
号
の

二 

第
十
一
号
の
四 

第
十
一
号
の
五 

第
十
一

号
の
六 

第
十
一
号
の
六
の
二 

第
十
一
号
の
六

の
三 

第
十
一
号
の
七 

第
十
一
号
の
八 

  

（
不
動
産
取
得
税
の
申
告
書
等
の
様
式
） 

第
二
十
七
条
の
二 

（
略
） 

 

一
―
六 

（
略
） 

 

七 

条
例
第
六
十
四
条
の
二
の
二
（
条
例
附
則
第
十

三
条
第
一
項
、
第
四
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
申
請
書 

別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
九 

第
四
十
八
号
の
十

一 
 

八
―
十
一 

（
略
） 

 

十
二 

条
例
第
六
十
五
条
第
一
項
（
条
例
附
則
第
十

三
条
第
二
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
申
告
書 

別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
十
八 

第
四
十
八
号
の

二
十
一 

 

十
三
―
二
十 

（
略
） 

  

（
不
動
産
取
得
税
の
減
額
、
免
除
等
に
係
る
通
知
） 

第
二
十
九
条 

県
税
事
務
所
長
は
、
条
例
第
五
十
六
条

第
八
項
、
条
例
第
六
十
四
条
の
二
若
し
く
は
条
例
第

六
十
四
条
の
二
の
二
（
条
例
附
則
第
十
三
条
第
二
項

及
び
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

の
規
定
に
よ
る
不
動
産
取
得
税
減
額
申
請
書
を
受
理

し
た
場
合
、
条
例
第
六
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
不
動

産
取
得
税
減
額
申
告
書
を
受
理
し
た
場
合
、
条
例
第

 
（
納
税
通
知
書
等
の
様
式
） 

第
六
条 

（
略
） 

 

一
・
二 

（
略
） 

 

三 

納
付
書 

別
記
様
式
第
六
号
の
二 

第
六
号
の

二
の
二 
第
六
号
の
三
の
二 

第
六
号
の
三
の
三 

 
 
 

第
六
号
の
四 

第
六
号
の
四
の
二 

第
六
号
の

五 
 

四
―
八 

（
略
） 

 

九 

督
促
状 

別
記
様
式
第
十
一
号 

第
十
一
号
の

二 

第
十
一
号
の
四 
第
十
一
号
の
五 

第
十
一

号
の
六 

第
十
一
号
の
六
の
二 

第
十
一
号
の
七 

 
 
 

第
十
一
号
の
八 

  

（
不
動
産
取
得
税
の
申
告
書
等
の
様
式
） 

第
二
十
七
条
の
二 

（
略
） 

 

一
―
六 

（
略
） 

 

七 

条
例
第
六
十
四
条
の
二
の
二
（
条
例
附
則
第
十

三
条
第
一
項
、
第
四
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
申
請
書 

別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
九 

第
四
十
八
号
の
十 
 
 
 

第
四
十
八
号
の
十
一 

 

八
―
十
一 

（
略
） 

 

十
二 

条
例
第
六
十
五
条
第
一
項
（
条
例
附
則
第
十

三
条
第
二
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
申
告
書 

別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
十
八 

第
四
十
八
号
の

二
十 

第
四
十
八
号
の
二
十
一 

 

十
三
―
二
十 

（
略
） 

  

（
不
動
産
取
得
税
の
減
額
、
免
除
等
に
係
る
通
知
） 

第
二
十
九
条 

県
税
事
務
所
長
は
、
条
例
第
五
十
六
条

第
八
項
、
条
例
第
六
十
四
条
の
二
若
し
く
は
条
例
第 

 

六
十
四
条
の
二
の
二
（
条
例
附
則
第
十
三
条
第
一
項
、 

 

第
四
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
規
定
に
よ
る
不
動
産
取
得
税
減
額
申
請
書

を
受
理
し
た
場
合
、
条
例
第
六
十
四
条
の
規
定
に
よ

る
不
動
産
取
得
税
減
額
申
告
書
を
受
理
し
た
場
合
、



六
十
四
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
不
動
産
取
得
税
の
免

除
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
又
は
条
例
第
五
十
六
条

第
九
項
若
し
く
は
条
例
第
六
十
七
条
（
条
例
附
則
第

十
三
条
第
三
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
不
動
産
取
得
税
の
還

付
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
は
、
そ
の
処
分
を
決
定

し
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号
、
別
記
様
式
第
五
十
一

号
の
二
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号
の
二
の
二
、
別
記

様
式
第
五
十
一
号
の
三
若
し
く
は
別
記
様
式
第
五
十

一
号
の
六
に
よ
る
不
動
産
取
得
税
減
額
通
知
書
又
は

別
記
様
式
第
五
十
一
号
の
九
、
別
記
様
式
第
五
十
一

号
の
十
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号
の
十
二
若
し
く
は

別
記
様
式
第
五
十
一
号
の
十
三
に
よ
る
不
動
産
取
得

税
納
税
義
務
免
除
通
知
書
に
よ
つ
て
、
こ
れ
を
通
知

す
る
も
の
と
す
る
。 

条
例
第
六
十
四
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
不
動
産
取
得

税
の
免
除
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
又
は
条
例
第
五

十
六
条
第
九
項
若
し
く
は
条
例
第
六
十
七
条
（
条
例

附
則
第
十
三
条
第
二
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
不

動
産
取
得
税
の
還
付
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
は
、

そ
の
処
分
を
決
定
し
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号
、
別

記
様
式
第
五
十
一
号
の
二
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号

の
二
の
二
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号
の
三
、
別
記
様

式
第
五
十
一
号
の
五
若
し
く
は
別
記
様
式
第
五
十
一

号
の
六
に
よ
る
不
動
産
取
得
税
減
額
通
知
書
又
は
別

記
様
式
第
五
十
一
号
の
九
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号

の
十
、
別
記
様
式
第
五
十
一
号
の
十
二
若
し
く
は
別

記
様
式
第
五
十
一
号
の
十
三
に
よ
る
不
動
産
取
得
税

納
税
義
務
免
除
通
知
書
に
よ
つ
て
、
こ
れ
を
通
知
す

る
も
の
と
す
る
。 

 
 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

  



改 正 後 改 正 前 

  
様式第５号の８（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 

  広島県 自動車税種別割領収済通知書    公  （略） （略）  

 （略）  

   

         

 （略）  

   

備考 （略） 
 （裏） （略） 
 
様式第５号の10の２（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 

  広島県 領収済通知書    公  （略） （略）  

 （略）  

   

         

 （略）  

   

備考 （略） 
 （裏） （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第５号の８（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 

  広島県 自動車税種別割領収済通知書  公  （略） （略）  

 （略）  

   

         

 （略）  

   

 備考 （略） 
 （裏） （略） 
 
様式第５号の10の２（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 

  広島県 領収済通知書  公  （略） （略）  

 （略）  

   

         

 （略）  

   

 備考 （略） 
 （裏） （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第６号の３の２（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 

  広島県 領収済通知書    公  （略） （略）  

 （略）  

   

         

 （略）  

   

 備考 （略） 
 （裏） （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第６号の３の２（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 

  広島県 領収済通知書  公  （略） （略）  

 （略）  

   

         

 （略）  

   

 備考 （略） 
 （裏） （略） 
 

   



 
 

別
記
様
式
第
六
号
の
三
の
三
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。 

    



様式第６号の３の４（第６条関係） 

 

 

（表） 

 

 

備考 用紙の大きさは，縦 11.4センチメートル，横 29.7センチメートルとする。 

 

  
 



 

 

 

（裏） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
納
付
場
所 

 

 

 

 

   

      

 

 



 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

  



改 正 後 改 正 前 

  
様式第11号の６（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 
  広島県 領収済通知書    公  （略） （略）  

 （略）  

   

 備考 （略） 
 （裏） （略） 
 
 

様式第11号の６（第６条関係） 
 （表） 

   

（略） （略） 
  広島県 領収済通知書  公  （略） （略）  

 （略）  

   

 備考 （略） 
 （裏） （略） 
 
 

   



 
 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
六
の
二
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。 

     



様式第 11号の６の３（第６条関係） 

 

 

（表） 

 

 

備考 用紙の大きさは，縦 11.4センチメートル，横 29.7センチメートルとする。 

 

  
 



 

 

（裏） 

 

 

１ この督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに滞納税額及び延滞金額を完納されないときは，財産の差押

えをしなければならないことになります。 

  なお，納付されるときは，この督促状を切り離さずに納付場所に持参してください。 

２ 延滞金の計算方法 

⑴ 納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ，税額（税額に1,000円未満の端数があるとき又は税額の全額が

2,000円未満のときは，その端数金額又はその全額を切り捨てる。）に年14.6パーセント（納期限の翌日から1月を経過

する日までの期間については，年7.3パーセント）の割合（平成12年１月１日から平成25年12月31日までの期間につい

ては，当該期間の属する各年の前年の11月30日を経過する時における日本銀行法第15条第１項第１号の規定により定め

られる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセントの割合に満たない場合には，

その年中においては，年7.3パーセントの割合にあつては，当該商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算

した割合とします。平成26年１月１日から令和２年12月31日までの期間については，当該期間の属する各年の前年に所

得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）による改正前の租税特別措置法第93条第２項の規定により告示

された割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年7.3パーセントの割合に満

たない場合には，その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては，年14.6パーセントの割合にあつては

当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし，年7.3パーセントの割合

にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を

超える場合には，年7.3パーセントの割合）とします。令和３年１月１日以後の期間については，当該期間の属する各

年の租税特別措置法第93条第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例

基準割合」という。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合には，その年中においては，年14.6パーセントの割合

にあつてはその年における延滞金特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし，年7.3パーセントの割合

にあつては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3パーセントの

割合を超える場合には，年7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を納付して

ください。 

   なお，年当たりの割合は，うるう年の日を含む期間についても，365日当たりの割合として計算してください。 

⑵ 延滞金の金額が1,000円未満の場合は全額を切り捨て，1,000円以上の場合は100円未満の端数を切り捨ててくださ

い。 

３ この督促に係る処分について不服がある場合は，この処分のあつたことを知つた日の翌日から起算して３か月以内に広

島県知事に対して審査請求をすることができます。 

  なお，審査請求書は，なるべく当県税事務所を経由して提出してください。 

  また，この処分の取消しを求める訴えは審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することはできませんが，裁決

を経た後は，その裁決のあつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に，広島県（代表者広島県知事）を被告と

して，広島地方裁判所に対し，この処分の取消しを求める訴えを提起することができます。 

  ただし，①審査請求をした日から３か月を経過しても裁決がないとき，②処分，処分の執行又は手続の続行により生じ

る著しい損害を避けるために緊急の必要があるとき，③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときのいずれか

に該当する場合には，裁決を経ないでこの処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
納
付
場
所 

 

 

 

 

   

      

 

 



 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第48号の４（第27条の２関係） 
 （表） （略） 

（裏） 
（注）１ （略） 
  ２ この申告書は，地方税法第73条の18及び広島県税条例第61条

の規定により不動産取得の日から60日以内に不動産所在地の市
町長を経由して県税事務所長に提出することになっています（
ただし，当該取得の日から60日以内に登記の申請をし，当該申
請が却下されなかった場合を除く。）。なお，直接県税事務所
に提出しても差支えありません。また，住宅用土地の減額(還
付)に関する申告（申請）の場合は直接県税事務所長へ提出し
てください。 

  ３―７ （略） 
   
 
 
 
 
 
 
 
  ８・９ （略） 

 
様式第48号の10 削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第48号の４（第27条の２関係） 
 （表） （略） 

（裏） 
（注）１ （略） 
  ２ この申告書は，地方税法第73条の18及び広島県税条例第61条

の規定により不動産取得の日から60日以内に不動産所在地の市
町長を経由して県税事務所長に提出することになっています。
なお，直接県税事務所に提出しても差支えありません。また，
住宅用土地の減額(還付)に関する申告（申請）の場合は直接県
税事務所長へ提出してください。 

 
 
  ３―７ （略） 
  ８ 地方税法第73条の25第１項，第73条の27の２第２項，第73条

の27の３第２項，第73条の27の４第２項，第73条の27の５第２
項，第73条の27の６第２項，第73条の27の７第２項又は附則第
11条の４第２項，第５項若しくは第７項の規定のいずれかに該
当する場合には，広島県税条例第65条（附則第13条第２項，第
５項及び第７項において準用する場合を含む。）の規定によっ
てこの申告をする際に併せて徴収猶予の申告をすることができ
ます。 

  ９・10 （略） 

 
様式第48号の10（第27条の２関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
様式第48号の11（第27条の２関係） 

 
 （略） 

（略） 

不動産取得税 
減額 

還付 
申請書 

次の不動産取得税について地方税法 

附則第11条の４第２項 

附則第11条の４第４項 

附則第11条の４第３項 

附則第11条の４第５項 

 

 

において準用する第73条の27第１項 

において準用する第73条の27第１項 

の規定による 
減額 

還付 
を申請します。 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
様式第48号の11（第27条の２関係） 

 
 （略） 

（略） 

不動産取得税 
減額 

還付 
申請書 

次の不動産取得税について地方税法 

附則第11条の４第４項 

附則第11条の４第６項 

附則第11条の４第５項 

附則第11条の４第７項 

 

 

において準用する第73条の27第１項 

において準用する第73条の27第１項 

の規定による 
減額 

還付 
を申請します。 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 
 

別
記
様
式
第
四
十
八
号
の
十
八
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



受
付
印 

様式第 48号の 18（第 27条の２関係） 

 ※ 整理番号  

 ※ 猶予番号  

   
年   月   日 

  広島県   県税事務所長様 

        不動産取得者 

 

住  所          
（法人の場合は所在地） 
  
 フリガナ         

  氏  名  
（名称及び代表者氏名） 
 

                              電話番号 
注）共有の場合は，連名で記入してください。 

     申告に対応する担当者 

                                         連絡先 

 

不 動 産 取 得 税 徴 収 猶 予 申 告 書 
 

  次の土地の取得に対する不動産取得税については，地方税法第73条の25第１項の規定により徴収猶予を申告します｡ 

 

土 

地 

不動産の所在地 地 目 地 積 取得年月日 取得原因 

 
 
 

宅 地   公衆用道路 
 
雑種地   その他（      ） 

㎡ 
 

年  月  日 

売 買   贈 与 
 
その他（         ） 

  
 
 

宅 地   公衆用道路 
 
  雑種地   その他（      ） 

㎡ 

 
年  月  日 

売 買   贈 与 
 
その他（         ） 

住 

宅 

種 類 床面積 着工予定年月日 完成予定年月日 徴収猶予申請期間 

戸建て   共同住宅 
 

その他（         ） 

         ㎡ 

  
年   月   日 

 
年   月   日 

  
  年  月  日～   年  月  日 

〈徴収猶予を受けようとする事項〉 

□ 住宅の用に供する土地（新築） 地方税法第73条の24第１項第１号 

□ 自ら居住する耐震基準適合既存住宅等の土地（中古住宅） 地方税法第73条の24第２項第１号 

□ 自ら居住する耐震基準不適合既存住宅の土地（中古住宅） 地方税法第73条の24第３項第１号，第２号 

備  考 

  

 

  〇裏面もお読みください。 ※欄は記入しないでください。 



 

（注）１ 法第73条の24第１項第１号の適用がある場合には，この土地を取得した日から２年（平成11年４月１日から令和６年３月31日までの土地の取得については３年。

ただし，平成16年４月１日から令和６年３月31日までの取得で一定の要件に該当する場合は４年）以内にこの土地の上に住宅を新築することを証する書類を添付し

てください。 

   ２ 法第73条の24第２項第１号の適用がある場合には，申告書中「着工予定年月日」を「耐震基準適合既存住宅の取得予定年月日」と，「完成予定年月日」を「耐震

基準適合既存住宅の新築年月日又は建築士等が行う耐震診断により新耐震基準に適合することにつき証明がされた年月日」と読み替えて記載し，「備考」に「居住

予定年月日」を記載してください。また，この土地を取得した日から１年以内に，この土地の上に自己の居住の用に供する耐震基準適合既存住宅を取得することを

証する書類を添付してください。 

   ３ 法第73条の24第３項第１号の適用がある場合には，申告書中「着工予定年月日」を「耐震基準不適合既存住宅の取得予定年月日」と，「完成予定年月日」を「耐

震基準不適合既存住宅の耐震改修完了予定年月日」と読み替えて記載し，「備考」に「居住予定年月日」を記載してください。また，この土地を取得した日から１

年以内に，耐震基準不適合既存住宅を取得すること及び耐震改修を行うことを証する書類を添付してください。 

   ４ 法第73条の24第３項第２号の適用がある場合には，申告書中「着工予定年月日」を「耐震基準不適合既存住宅の取得年月日」と，「完成予定年月日」を「耐震基

準不適合既存住宅の耐震改修完了予定年月日」と読み替えて記載し，「備考」に「居住予定年月日」を記載してください。また，この土地を取得した日前１年以内

に耐震基準不適合既存住宅を取得していたこと及び耐震改修を行うことを証する書類を添付してください。 

備考 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４とする。 

 



 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

  



改 正 後 改 正 前 

  
様式第48号の19及び様式第48号の20 削除 
 
 
 
様式第48号の21（第27条の２関係） 

 
 （略） 

（略） 
不動産取得税徴収猶予申告書 

次の改修工事対象住宅の取得に対する不動産取得税については，地方税法 
附則第11条の４第２項 

附則第11条の４第４項 

の規定の適用があるべきものなので， 
同条第３項 

同条第５項 
において準用する同法第73条の25第１項の規定に 

より徴収猶予を申告します。 

（略） 

 
 
（注） （略） 
備考 （略） 

 
様式第51号の４及び様式第51号の５ 削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第48号の19 削除 
 
様式第48号の20（第27条の２関係） 
 
様式第48号の21（第27条の２関係） 

 
 （略） 

（略） 
不動産取得税徴収猶予申告書 

次の改修工事対象住宅の取得に対する不動産取得税については，地方税法 
附則第11条の４第４項 

附則第11条の４第６項 

の規定の適用があるべきものなので， 
同条第５項 

同条第７項 
において準用する同法第73条の25第１項の規定に 

より徴収猶予を申告します。 

（略） 

（注） １ この申告書は，別記様式第48号の4による不動産取得申告
書とともに提出してください。 

    ２ （略） 
備考 （略） 

 
様式第51号の４ 削除 
 
様式第51号の５（第29条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第51号の６（第29条関係） 

（略） 
不動産取得税減額通知書 

 

地方税法 
附則第11条の４第２項 
附則第11条の４第４項 

の規定により   年  月  日 

付けで申請のあった不動産取得税の減額については，次のとおり決定し
ました。 

（略） 

備考 （略） 

 
様式第82号（第55条関係） 

（略） 
自 動 車 税 種 別 割 納 税 証 明 書 

(継続検査・構造等変更検査用) 

（略） 

（略） 

（注） １・２（略） （略） 

    ３ 滞納がないことには，地方税法第747条の８第１項に規
定する機構指定納付受託者又は地方自治法第231条の２の
３第１項に規定する指定納付受託者に納付の委託が行われ
ている場合を含みます。 

  

 備考 （略） 
 
 
 
 
 
 
 

様式第51号の６（第29条関係） 

（略） 
不動産取得税減額通知書 

 

地方税法 
附則第11条の４第４項 
附則第11条の４第６項 

の規定により   年  月  日 

付けで申請のあった不動産取得税の減額については，次のとおり決定し
ました。 

（略） 

備考 （略） 

 
様式第82号（第55条関係） 

（略） 
自 動 車 税 種 別 割 納 税 証 明 書 

(継続検査・構造等変更検査用) 

（略） 

（略） 

（注） １・２（略） （略） 

 
 
 
 
  

 備考 （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 
（
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
広
島
県
規
則
第
九
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 
正 

後 

改 

正 

前 

 
 

 

（
課
税
標
準
額
等
の
調
査
手
続
） 

第
八
条 

（
略
） 

２
―
６ 

（
略
） 

７ 

（
略
） 

 

一 

（
略
） 

 

二 

不
動
産
取
得
税
再
調
査
決
定
決
議
書 
別
記
様

式
第
四
十
二
号 

第
四
十
二
号
の
二 

第
四
十
二

号
の
三 

第
四
十
二
号
の
四 

第
四
十
二
号
の
五 

 

第
四
十
二
号
の
六 

第
四
十
二
号
の
七 

第

四
十
二
号
の
九 

第
四
十
二
号
の
十 

第
四
十

二
号
の
十
四 

    

（
徴
収
金
の
調
定
及
び
徴
収
手
続
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

 

一
―
三 

（
略
） 

 

四 

不
動
産
取
得
税
再
調
査
決
定
決
議
書 

別
記
様

式
第
四
十
二
号 

第
四
十
二
号
の
二 

第
四
十
二

号
の
三 

第
四
十
二
号
の
四 

第
四
十
二
号
の
五 

第
四
十
二
号
の
六 

第
四
十
二
号
の
七 

第
四
十

二
号
の
九 

第
四
十
二
号
の
十 

第
四
十
二
号
の

十
四 

 
    

五
―
十
一 

（
略
） 

  

（
徴
収
猶
予
の
手
続
等
） 

第
十
五
条 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一

項
若
し
く
は
第
二
項
、
法
第
十
五
条
の
四
第
一
項
、

法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二
条

の
三
十
八
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
六
項
、
法
第
七

十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二

条
の
五
十
七
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
三
条
の

二
十
五
第
一
項
（
法
附
則
第
十
一
条
の
四
第
三
項
及

び
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の 

 

二
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第
二
項
、 

 

法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
四
第
二
項
（
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
五
第
二
項
及
び
法
第
七
十
三
条
の

二
十
七
の
七
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の

二
十
七
の
六
第
二
項
、
法
第
百
六
十
四
条
第
二
項
、

法
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
若
し
く
は
埋
立

 

（
課
税
標
準
額
等
の
調
査
手
続
） 

第
八
条 

（
略
） 

２
―
６ 

（
略
） 

７ 

（
略
） 

 

一 

（
略
） 

 

二 

不
動
産
取
得
税
再
調
査
決
定
決
議
書 

別
記
様

式
第
四
十
二
号 

第
四
十
二
号
の
二 

第
四
十
二

号
の
三 

第
四
十
二
号
の
四 

第
四
十
二
号
の
五 

 
 
 

第
四
十
二
号
の
六 

第
四
十
二
号
の
七 

第
四

十
二
号
の
七
の
二 

第
四
十
二
号
の
八 

第
四
十

二
号
の
九 

第
四
十
二
号
の
十 

第
四
十
二
号
の

十
の
二 

第
四
十
二
号
の
十
三 

第
四
十
二
号
の

十
四 

  

（
徴
収
金
の
調
定
及
び
徴
収
手
続
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

 

一
―
三 

（
略
） 

 

四 

不
動
産
取
得
税
再
調
査
決
定
決
議
書 

別
記
様

式
第
四
十
二
号 

第
四
十
二
号
の
二 

第
四
十
二

号
の
三 

第
四
十
二
号
の
四 
第
四
十
二
号
の
五 

 
 
 

第
四
十
二
号
の
六 

第
四
十
二
号
の
七 

第
四

十
二
号
の
七
の
二 

第
四
十
二
号
の
八 
第
四
十

二
号
の
九 

第
四
十
二
号
の
十 

第
四
十
二
号
の

十
の
二 

第
四
十
二
号
の
十
一 

第
四
十
二
号
の

十
二 

第
四
十
二
号
の
十
三 

第
四
十
二
号
の
十

四 

第
四
十
二
号
の
十
五 

 

五
―
十
一 

（
略
） 

  

（
徴
収
猶
予
の
手
続
等
） 

第
十
五
条 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一

項
若
し
く
は
第
二
項
、
法
第
十
五
条
の
四
第
一
項
、

法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二
条

の
三
十
八
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
六
項
、
法
第
七

十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
一
項
本
文
、
第
七
十
二
条

の
五
十
七
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
三
条
の
二

十
五
第
一
項
（
法
附
則
第
十
一
条
の
四
第
二
項
、
第 

 

五
項
及
び
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。 

 

次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十

七
の
二
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第

二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
四
第
二
項
（
法

第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
五
第
二
項
及
び
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
七
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
六
第
二
項
、
法
第
百
六
十
四
条
第

二
項
、
法
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
若
し
く



税
条
例
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
徴
収
猶
予

を
す
る
と
き
又
は
法
第
十
五
条
第
四
項
若
し
く
は
法

第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
五
項
（
同
条
第
七
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

り
徴
収
猶
予
の
期
間
延
長
を
す
る
と
き
は
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
決
議
書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

 

一
―
五 

（
略
） 

２ 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一
項
若
し

く
は
第
二
項
、
法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、

法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第 

 

六
項
、
法
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
一
項
本
文
、 

 

法
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第

百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
若
し
く
は
埋
立
税
条

例
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
、
若

し
く
は
法
第
七
十
三
条
の
二
十
五
第
一
項
、
法
第
七

十
三
条
の
二
十
七
の
二
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の

二
十
七
の
三
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の

四
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
六
第
二
項

若
し
く
は
法
第
百
二
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

申
告
さ
れ
た
徴
収
猶
予
を
認
め
な
い
と
き
、
法
第
十

五
条
第
四
項
若
し
く
は
法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の

二
第
五
項
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
た
徴
収
猶
予

の
期
間
延
長
を
認
め
な
い
と
き
又
は
法
第
十
五
条
の

三
第
一
項
（
法
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
二
項
及

び
埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
六
第

一
項
（
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
二
第
三
項
、
法

第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第
三
項
、
法
第
七
十
三

条
の
二
十
七
の
四
第
三
項
（
法
第
七
十
三
条
の
二
十

七
の
五
第
二
項
及
び
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
七

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法

第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
六
第
三
項
並
び
に
法
附
則

第
十
一
条
の
四
第
三
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
百
六
十
四
条
第
四
項

若
し
く
は
条
例
第
五
十
二
条
の
三
の
二
の
規
定
に
よ

り
徴
収
猶
予
の
取
消
し
を
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号 

 

に
掲
げ
る
決
議
書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

  

一
―
四 

（
略
） 

は
埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
徴

収
猶
予
を
す
る
と
き
又
は
法
第
十
五
条
第
四
項
若
し

く
は
法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
五
項
（
同
条

第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規

定
に
よ
り
徴
収
猶
予
の
期
間
延
長
を
す
る
と
き
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
決
議
書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

 

一
―
五 

（
略
） 

２ 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一
項
若
し

く
は
第
二
項
、
法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、

法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第 

 

六
項
、
法
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
一
項
本
文
、 

 

第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
百

四
十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
若
し
く
は
埋
立
税
条
例

第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
、
若
し

く
は
法
第
七
十
三
条
の
二
十
五
第
一
項
、
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
二
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二

十
七
の
三
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
四

第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
六
第
二
項
若

し
く
は
法
第
百
二
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
申

告
さ
れ
た
徴
収
猶
予
を
認
め
な
い
と
き
、
法
第
十
五

条
第
四
項
若
し
く
は
法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二

第
五
項
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
た
徴
収
猶
予
の

期
間
延
長
を
認
め
な
い
と
き
又
は
法
第
十
五
条
の
三

第
一
項
（
法
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
二
項
及
び

埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
六
第
一

項
（
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
二
第
三
項
、
法
第

七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第
三
項
、
法
第
七
十
三
条

の
二
十
七
の
四
第
三
項
（
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七

の
五
第
二
項
及
び
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
七
第

二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第

七
十
三
条
の
二
十
七
の
六
第
三
項
並
び
に
法
附
則
第

十
一
条
の
四
第
二
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
百
六
十
四
条

第
四
項
若
し
く
は
条
例
第
五
十
二
条
の
三
の
二
の
規

定
に
よ
り
徴
収
猶
予
の
取
消
し
を
す
る
と
き
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
決
議
書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

 

一
―
四 

（
略
） 

 
 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第42号の11から様式第42号の13まで 削除 
 
 
 

様式第42号の11及び様式第42号の12 削除 
 
様式第42号の13（第８条，第11条関係） 
 

  



 
 
 

附 

則 

 
（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

２ 

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
広
島
県
税
規
則
及
び
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
様
式
に
よ
り
作
成
さ

れ
た
用
紙
で
こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
県
の
在
庫
に
係
る
も
の
は
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
広

島
県
税
規
則
及
び
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
様
式
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
用
紙
と
み
な
し
、
当
分
の
間
、

引
き
続
き
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

  


